
　 平成元年1 2 月、 土地についての憲法ともいう べき

土地基本法が成立しました。 土地基本法では、 土地に

関する施策の総合的かつ効率的な実施を図るため、 国

や地方公共団体は土地に関する調査を実施し、 国民に

情報を提供するよう 定めています。

　 地籍調査は、 土地の所有及び利用に関する最も基礎

的な調査であり 、 あらゆる土地政策の基礎となるもの

です。 現在は、 令和２ 年度に策定された第７ 次国土調

査事業十箇年計画に基づき調査を行っています。
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　 昭和2 6 年に国土調査法が制定さ れ、 埼玉県ではそ

の翌年度から事業に着手し 、 令和４ 年度末までに、

4 4 市町村において実施（ 完了８ 、 休止1 5 ） され、 そ

の着手率は7 0 ％です。 また調査進度は、 令和４ 年度

末で県全体面積3 , 7 9 8 ㎢のう ち国有林等を除外し た

調査対象面積3 , 5 2 0 ㎢に対し て、 1 , 1 4 3 ㎢を完了

し進捗率は3 2 ％です。

　 なお、 令和５ 年度は、 2 1 市町村で事業を実施し て

います。

　 全国的には、 1 , 7 4 1 市町村の9 3 ％が地籍調査に

と り かかっており 、 このう ち、 8 1 5 市町村が現在調

査中であり 、 その進捗率は5 2 ％です。

　 埼玉県の進捗は、 都市部の多い関東地方の中では茨

城県、 群馬県についで３ 番目ですが、 全国的にみると

3 0 番目と なっており ます。 本県の地籍調査に皆さ ん

のご協力をお願いします。

事業実施地域図

完了市町村

凡　 例

（ 令和５ 年４ 月現在）

フランス、イギリスなど

ヨーロッパ諸国では、

1 9 世紀に、

お隣の韓国でも

すでに完了しています。
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